	金属プレス業


受注は、発注元の大手メーカーにおける生産の海外シフトが進んでいるため、取扱品目によって異なるものの、国内では減少している。業種によっては大きく受注を減らした分野もあり、リストラをはじめとしたコスト削減策に取り組んだ企業も見受けられる。その一方、既に海外工場を保有する企業では、現地での生産を拡大させる動きが見られ、国内生産の縮小・海外生産の拡大の傾向が強まっている。

先行きについては、最近の円高等の影響により、大手メーカーを中心とした生産の海外シフトが一段と進むことが予想され、国内での生産量の増加は期待薄であることから、海外展開を視野に入れるなど、各企業は生き残り策を模索している。

プレス加工の特性　

プレス加工は、金型を取り付けたプレス機械を用いて、金属材料に、せん断加工、曲げ加工、絞り加工、圧縮加工などを行うことによって、特定の形状を作り出す塑性加工方法である。

プレス加工は、同じ品質の製品を短時間で大量に安く生産することができるため、自動車や家電製品などの大量生産品の普及とともに発展してきた。その用途は、自動車や電気・通信機器をはじめ、各種機械器具や事務用品、家具、建築金物など多様な分野にわたっている。

良いプレス製品を生産するには、良いプレス機械と良い人材と良い金型が重要と言われるように、プレス加工では、金型も重要な要素である。金型の調達においては、規模の小さな企業では、設備投資などのコスト負担のために、金型は外注して自らはプレス専業となることが多い。一方、中規模以上の企業では、金型のメンテナンスの容易さや工程数の削減、高精度化といった生産性の向上のため、金型製作部門を自社内に設け、金型を内製する企業が多いことが特徴的である。
大阪の地位　

大阪府内の金属プレス業では、弱電関連や各種産業機械関連、建築金物関連からスタートした企業が多い。そのため、それら産業向けの生産割合が現在でも高く、全国では自動車関連が全体の８割以上を占めているが、大阪は他地域と比較して自動車関連の割合が少ないことが特徴である。しかし、弱電関連や建築金物関連の主要企業が海外へと生産をシフトさせたことにより、自動車関連の生産割合が高くなっている企業は、大阪でも数多く存在している。

平成21年における大阪府の金属プレス製品製造業は、事業所数474、従業者数7,172人、製造品出荷額等は1,452億5,166万円であり、全国に占めるシェアはそれぞれ、13.2％、9.4％、9.5％である（経済産業省『平成21年工業統計表』従業者4人以上の事業所）。事業所数のシェアに比べて、従業者数や製造品出荷額等のシェアが小さく、大阪の企業は、全国と比較して、規模の小さい企業が多い状況を示している。

大阪府は、リーマンショック後の平成21年には事業所数・製造品出荷額等の両方において、全国１位となった。製造品出荷額等の順位では、以下、愛知県、栃木県、茨城県、静岡県、神奈川県となっている（経済産業省『平成21年工業統計表』従業者４人以上の事業所）。

大阪府内の事業所は、大阪市内をはじめ、東大阪地域（八尾市、大東市、東大阪市）に多く立地している。
大手メーカーの生産拠点の再編により、受注は一部で激減
受注動向では、昨今の円高等の影響により、発注元の大手メーカーにおける生産の海外シフトが進展しているため、取扱品目によって異なるものの、国内での受注は減少している。

受注動向を主要品目別に見ると、弱電関連では、テレビ等の生産拠点が海外へと移すといった動きにみられるように、大手メーカーの生産拠点の再編と円高による海外シフトによって、国内での受注は激減している。そのため、大手メーカーとの取引が多かった企業では、生産体制の見直しに着手する企業が見られる。
自動車関連では、リーマンショックで受注が減少した後、順調に回復しつつあったが、東日本大震災を受けて、上半期の生産は前年比１～２割程度減少した。この分を下半期に増産する予定であったが、タイの洪水等の影響もあり、横ばい傾向が続いている。

そうした国内での動きに対して、海外に工場を進出させている企業では、海外工場での生産を拡大させる傾向にあり、生産の国内縮小・海外拡大の傾向が強まっている。
受注単価の低下と原材料価格の上昇が収益を圧迫
受注価格は、最近の円高により採算が悪化している発注元の大手企業が値下げ要請を強めていることから、下落傾向が続いている。原材料価格は、一時期下落したものの、最近では上昇傾向にある。国内での受注の減少傾向に加え、加工賃が低下していることから、リストラをはじめとしたコスト削減策の実施により、なんとか一定の収益を確保しようとしている動きが見られる。
資金繰りに関しては、まだ深刻な状況までには至っていないと回答する企業が多かった。
国内での設備投資や雇用は先送り
設備投資については、昨今の受注減を受けて、先送りを考えている企業が多く、国内ではほとんど動きは見られない。一方、海外工場においては生産が拡大しているため、海外での設備投資を必要に応じて検討すると回答する企業が多かった。
雇用に関しては、国内での生産減少を受けて、生産拠点の再編に関連して、雇用を削減し、契約社員を中心に従業員を１割以上削減した企業が見られる。加えて、新卒採用についても、最近は見送る企業が多い。このように、国内での雇用は現状維持もしくは自然減という傾向にある。
国内外の出来事の影響
23年になって、国内外では大きな出来事がいくつか起こったが、それらが金属プレス業界に与えた影響について順に見ていく。

東日本大震災の影響では、自動車関連を中心に受注の減少が見られ、４～８月まではその影響があったという企業が多かった。一方、被災地の代替需要や復興需要については、大阪の企業ではほとんど見られない状況にある。

電力不足については、そもそも金属プレス業は電力を大量に消費するような業界ではないことや、仕事が減少していることもあって、ほとんど影響はなかった。ただ、自動車業界の土日シフトに対して何らかの対応を行った企業が若干存在した。

円高の進展については、為替の変動が収益に与える直接的な影響よりも、発注元である大手メーカーによる海外生産比率の上昇に伴う国内での生産縮小といった間接的な影響が大きく、非常に深刻であると認識している企業が多い。

タイの洪水の影響では、自動車関連では増産傾向が足踏みする一方、代替生産が若干見られたとのことがある。ただ、海外、特にタイに進出した企業では、物流網の混乱等により、仕入先から部品が調達できない、もしくは部品の調達難により取引先企業が生産できないために、受注が減少した企業もある。タイの洪水の影響は予想以上に長引きそうであり、10月から年内いっぱいまで影響があるかもしれないという予想である。
このような国内外での出来事に対しては、単に生産計画が先送りとなるだけなのか、それとも仕事自体がなくなるのか見極めがつかないために、対応に苦慮している企業が多い。

今後の見通し
金属プレス業界では、円高による発注元の大手メーカーの海外生産比率の上昇に伴い、国内での生産が激減し、海外での生産が増加している。そのため、今まで国内のみで生産を行ってきた企業においても、海外進出を視野に入れるようになってきている。一方で、海外に既に進出している企業では、この円高を追い風として現地での生産拡大を検討している企業が多い。そのため、生産の国内縮小・海外拡大という傾向は今後も続くことが予想され、更なる空洞化が懸念される。
いずれにしろ、今後国内での生産量の増加は期待薄であることから、各企業とも、現在の局面に対して、どのように対処すべきかを模索している状況にある。
（佐野　浩）
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（同月）比 (同月)比 (同月)比

平成20年 1,141,846 -0.1 897,751 2.3 66,032 -16.5

21年 763,685 -33.1 583,732 -35.0 50,236 -23.9

22年 1,112,339 45.7 915,627 56.9 55,295 10.1

22年 12月 90,847 20.0 75,277 26.1 3,997 -8.1

23年 1月 84,917 12.1 71,835 22.9 3,325 -20.4

2月 88,661 15.8 73,983 22.1 3,265 -30.8

3月 72,339 -12.9 57,961 -12.6 2,914 -42.1

4月 69,024 -19.6 54,858 -22.3 3,436 -33.7

5月 77,118 -17.6 63,095 -19.2 3,482 -20.8

6月 86,637 -18.1 69,376 -22.0 4,645 -7.5

7月 87,324 -21.7 71,538 -24.5 3,798 -20.7

8月 80,785 -17.2 65,982 -18.8 3,252 -24.1

9月 89,146 -11.9 74,082 -10.3 2,598 -45.7

10月 84,198 -11.5 69,068 -13.5 3,180 -31.2

11月 90,511 -5.1 75,431 -4.3 3,301 -23.2

（資料）経済産業省『金属加工統計調査』

（注）全国の従業者20人以上の599事業所の合計

合計 自動車用 電気・通信用

金属プレス加工の販売額の推移（全国）

（単位：百万円、％）
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